
岐阜県産科医療機関確保事業費補助金交付要綱 

 

平成２１年７月３日制定 

平成２２年８月２４日一部改正 

平成２７年２月１３日一部改正 

平成２８年１２月１日一部改正 

令和５年４月３日一部改正 

 （総則） 

第１条 県は、分娩を取り扱う病院及び診療所（以下「産科医療機関」という。）が減少している現状

を鑑み、身近な地域で安心して出産できる環境を整備するため、市町村等が行う産科医療機関確保

事業（以下「補助事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内で市町村等に補助金を交付す

るものとし、その交付に関しては、産科医療確保事業等実施要綱（平成２１年４月１日付け医政発

第０４０１００７号厚生労働省医政局長通知。以下「実施要綱」という。）及び岐阜県補助金等交付

規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。（以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定

めるところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、特段の定めがある場合を除くほか、実施要綱において使

用する用語の例による。 

 

（補助事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、実施要綱第１の

３の設置基準を満たす産科医療機関を整備し、かつ実施要綱第１の２に該当するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助事業者となることができない。 

 一 暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 二 暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 三 役員等が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している個人又は法

人等 

 四 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又は法人等 

 五 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又はその属する法人若し

くは第三者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員等を利用している個人又は法人等 

 六 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人等 

 七 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いる個人又は法人等 

 八 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であることを知

りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用している個

人又は法人等 

 



 （補助事業等） 

第４条 この補助金の交付の対象は、実施要綱第１に基づき補助事業者が行う事業のうち、運営費及

び設備整備費とし、その基準額、経費及び補助率は次の表のとおりとする。 

１ 事業 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

運営事業 １か所あたり 

（１）分娩取扱期間 年間９月以上 

    16,000千円 

（２）分娩取扱期間 年間６月以上９月未満 

    10,667千円 

（３）分娩取扱期間 年間６月未満 

    5,333千円 

（注）交付額は、調整の上決定することもありう

ること。 

産科医療機関の運営

に必要な次に掲げる

経費 

１ 報酬 

２ 給料 

３ 職員手当等 

４ 法定福利費 

５ 報償費（謝金） 

３分の２ 

設備整備事業 

 

１か所あたり8,921千円 産科医療機関として

必要な分娩台、超音

波診断装置、分娩監

視装置等の購入費 

１０分の１０ 

 

 （補助金額の算定方法） 

第５条 補助金額は、事業ごとに、次の各号のいずれか小さい額に前条の表第４欄に定める補助率を

乗じて得た額の合計額とする。ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

るものとする。 

 一 前条の表第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを比較して小さい方の

額 

 二 総事業費から周産期医療部門の診療収入額及び寄付金その他収入額を控除した額 

 

 （補助金の交付の申請） 

第６条 補助金交付申請書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 前項の申請書には、別記第１号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定めるものとする。 

 

  （補助金の交付の条件） 

第７条 補助金の交付決定には、次に掲げる条件を付されているものとする。 

 一 補助事業者は、補助事業に要する経費の配分の変更（ただし、補助金額の変更であって交付決

定額の３０パーセント以内の減額変更を除く。）をする場合は、別記第２号様式によりあらかじめ

知事の承認を受けること。 

 二 補助事業者は、補助事業の内容の変更（ただし、補助金の増額を伴わない補助事業の内容であ

って補助事業に関する経費の３０パーセント以内の変更を除く。）をする場合は、別記第３号様式

によりあらかじめ知事の承認を受けること。 

 三 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止する場合は、別記第４号様式によりあらかじめ知

事の承認を受けること。 



 四 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の進行が困難となった

場合は、その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

 五 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者

の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなければならない。 

 

 （変更申請期限） 

第８条 補助事業者は、前条第１号から第３号までの承認を受けようとするときは、毎年度１月１５

日までに申請を行わなければならない。 

 

 （申請の取下げ） 

第９条 規則第８条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げは、補助金の交付の決定の日か

ら１０日以内とする。 

 

 （状況報告） 

第１０条 知事は、必要があると認めたときは、補助事業者に対して事業の実施状況に関して必要な

報告を求め、調査し、又は指示することができる。 

 

 （実績報告） 

第１１条 実績報告書の様式は、別記第５号様式のとおりとする。 

２ 前項の報告書には、別記第５号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 第１項の報告書の提出期限は、補助事業の完了の日（廃止の承認を受けた場合は当該承認を受け

た日。以下同じ。）から起算して２０日を経過した日又は補助事業の完了の日が属する年度の翌年度

の４月５日のいずれか早い日とする。 

 

（額の確定） 

第１２条 補助金の額の確定通知書の様式は、別記第６号様式のとおりとする。 

 

 （補助金の交付時期等） 

第１３条 補助金は、規則第１４条の規定による補助金の額の確定後において交付する。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は、事業の遂行上必要と認めるときは、概算払により補助金を交

付することができる。 

３ 前項の概算払による補助金の交付は、規則第５条の規定により決定した補助金の額の２分の１以

内の額で行うものとする。 

 

 （補助金の交付請求書） 

第１４条 補助金の交付請求書の様式は、別記第７号様式のとおりとする。 

 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の報告等） 

第１５条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の

申告により補助事業に係る消費税等の仕入控除税額が確定した場合は、別記第８号様式によりその

確定額を速やかに知事に報告するものとする。 



２ 前項の場合において、補助事業者が、全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支

所等）であって自ら申告を行わず、本部（本社又は本所等）において消費税等の申告を行っている

ものである場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による報告があった場合は、補助事業者に対して当該仕入控除税額に相当

する金額を県に返還させるものとする。 

 

 （暴力団の排除） 

第１６条 第６条第１項の申請書の提出があった場合において、申請者が第３条の規定に該当すると

きは、知事は、その者に対して、補助金の交付をしないものとする。 

２ 知事が規則第５条の規定による交付決定をした後において、交付決定を受けた者が第３条の規定

に該当することが明らかになったときは、規則第１７条第１項の規定により、補助金の交付決定を

取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、既に補助金が交付されているときは、規則第１８条の規定により補助金の

返還を命ずるものとする。 

 

 （財産の処分制限） 

第１７条 規則第２１条第２号の規定により知事が定める財産は、取得価格又は効用の増加額が単価

５０万円（市町村以外の者にあっては、３０万円）以上の機械及び器具とする。 

２ 規則第２１条ただし書の規定により知事が定める期間は、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法」という。）第１４条第１項第２号

の規定により厚生労働大臣が別に定める期間とする。 

３ 補助事業者が、補助事業により取得し、又は効用の増加した単価５０万円（市町村以外の者にあ

っては、３０万円）以上の機械及び器具を、知事の承認を受けて財産を処分することにより収入が

あった場合は、その収入額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

 （書類、帳簿等の整備） 

第１８条 補助事業者は、補助事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を作成しなければ

ならない。 

２ 規則第２２条に規定する書類、帳簿等及び前項に定める書類の保存期間は、補助金の額の確定の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５

年間とする。 

３ 前項の場合において、第１７条第1項に定める財産を取得した場合は、前項に定める期間の経過

後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化法第１４条第１項第２号の規定により厚生労働

大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで、第１項に定める書類を保管しなければ

ならない。 

 

 （書類の提出部数及び経由） 

第１９条 この要綱により提出する書類の提出部数は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定

める部数とする。 

 一 書面により提出する場合 ３部（補助事業者の所在地が岐阜市である場合は、２部） 

 二 電子ファイルにより提出する場合 １部 



２ 補助事業者は、この要綱の規定により書面又は電子ファイルを提出するときは、所管保健所長を

経由するものとする（所在地が岐阜市である場合を除く）。 

 

 （補助事業の表示） 

第２０条 補助事業者は、補助事業により整備した設備等に県補助金を受けて実施した旨を表示する

ものとする。 

 

 （委任） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 （適用） 

１ この要綱は、平成２６年度分の予算に係る補助金から適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成２５年度以前の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則 

 （適用） 

１ この要綱は、平成２８年度分の予算に係る補助金から適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成２７年度以前の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則 

 （適用） 

１ この要綱は、令和４年度分の予算に係る補助金から適用する。 

 



別記 

第１号様式（第６条関係）（その１） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

年度岐阜県産科医療機関確保事業費（運営費）補助金交付申請書 

 

 このことについて、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 県補助申請額 金        円 

２ 所要額調書  別紙１のとおり 

３ 事業計画書  別紙２のとおり 

４ 所要額明細書 別紙３のとおり 

５ 添付書類 

 （１）当該事業に係る歳入歳出予算書の抄本（当該補助事業の支出予定額を備考

欄に記入すること） 

 （２）その他参考となる資料 

  



別紙１

補助事業者名： （単位：円）

総事業費
診療収入及び寄付金

その他収入額
差引事業費

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額 補助所要額

(A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (E) (F) (G)

産科医療機関
確保事業
(運営費)

合計

（注）１ Ａ欄は、産科部門にかかる以下の経費等を記入すること。

・人件費（補助対象経費以外を含む。）

・医療経費（薬品費、診療材料費、検査委託費、衛生材料費、委託費、医療消耗備品費、医療雑費、患者給食費　等）

・運営経費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、医師賠償責任保険料、賃借料、被服費、福利厚生費、旅費、消耗品（備）品費、会議費、

　図書購入費、雑費、光熱水費、修繕費、火災保険料、業務委託費、診療報酬手数料、租税公課、広告費　等）

・減価償却費・資産減耗費（建物、構築物、医療機器等備品　等）

２ Ｆ欄はＤ欄とＥ欄を比較して少ない方の額を記入すること。

３ Ｇ欄はＣ欄とＦ欄を比較して少ない方の額（１，０００円未満は切り捨てる。）を記入すること。

産科医療機関確保事業費所要額調書

区分



別紙２

補助事業者名：

（注） １．「診療科名」及び「診療時間」欄は、標ぼう診療科名及び診療時間を記入すること。

２．「運営計画」欄は、「毎週○曜日～○曜日」、「毎週○曜日」等、当該診療所の診療計画について記入すること。

３．「診療予定日数」欄は、運営計画に基づく当該年度の診療予定延日数を記入すること。

４．「医師の確保状況」欄は、医師確保の現状又は、予定について「常勤医師○人」、「非常勤医師○人（週○日○病院より）」、

　　医師派遣に寄る場合には、「派遣先の病院名および日数」等を簡記すること。

２．産科医療機関運営事業計画書

施設名 開設者 診療科名
病床数
(床)

診療時間
(時分) 運営計画

前年度における
診療収入額

医師の確保状況
診療予定
日数

平日 休日



別紙３

（１）支出 補助事業者名：

選定額 摘要

員数 単価(円) 金額(円)(A) (B)

（事務費）

１．報酬

２．給料

　　　医師

　　　看護師

　　　用務員

　　　その他

３．職員手当等

　　　医師

　　　看護師

　　　用務員

　　　その他

４．法定福利費

　　　医師

　　　看護師

　　　用務員

　　　その他

５．報償費

合計

（その他）

６．○○○

総計

（２）収入

区分

診療収入

寄付金その他の収入

計

（記入上の注意事項）

１．区分欄は、該当の名称がない場合は、内容を検討し、補助対象と類似しているときは、

　　具体的に○○費として計上し、対象とする経費以外のときは、「その他」の経費に計上し、

　　内容は摘要欄に記入すること。

２．「支出予定額」は、当該年度分の支出予定額を計上し、その算出基礎を具体的に明らかにすること。

３．産科医療機関確保事業所領額明細書（個別表）

　対象とする経費以外
のものの支出予定の経
費を計上すること

摘要（算出基礎を記入すること。）収入見込額(円)

(A)又は(B)のいずれか
少ない方の額

支出予定額 基準額
区分 支出予定額について算

出基礎を記載すること



第１号様式（第６条関係）（その２） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

年度岐阜県産科医療機関確保事業費（設備整備費）補助金交付申請書 

 

 このことについて、次により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請しま

す。 

 

記 

 

１ 補助申請額  金        円 

２ 経費所要額調 別紙１のとおり 

３ 事業計画書  別紙２のとおり 

４ 添付書類 

 ・当該事業に係る歳入歳出予算書の抄本（当該補助事業の支出予定額を備考欄に

記入すること） 

 ・医療機器等のカタログ及び見積書 

 ・その他参考となる書類 

  



別紙１

補助事業者名： （単位：円）

区分 総事業費
寄付金その他の

収入額
差引事業費

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額
県補助
基本額

県補助
所要額

産科医療機関
確保事業費補助金
(設備整備費)

合計

（注）１ 「総事業費」欄には、当該事業に係る分のみ記入すること。

２ 「選定額」欄には、「対象経費支出予定額」と「基準額」とを比較して少ない方の額を記入すること。

３ 「県補助基本額」欄には、「差引事業費」と「選定額」とを比較して少ない方の額を記入すること。

４ 「県補助所要額」欄には、「県補助基本額」に補助率を乗じて得た額を記入すること。（千円未満切り捨て）

経費所要額調



別紙２

年度

１．産科医療機関の状況等（特に指定のない限り計画年度の前年度末現在で記入すること）

床 床 床

～

１、 離島振興法 ３、 小笠原諸島振興開発特別措置法

２、 奄美大島群島振興開発特別措置法 ４、 沖縄振興特別措置法

病床数 床

診療日数

件 有 ・ 無 円

２．医療機器等整備内訳

３．購入金額の設定根拠

４．その他参考事項（別紙（様式は任意）を用い具体的に記入すること）

前年度の分娩件数

１日の運行回数(回)

バス

鉄道

船舶

徒歩

計

自動車

設備整備事業計画書

計画年度における分娩取扱期間

区分
距離
(㎞)

所要時間
(分) 通常

（合計）

日／週診療日数

産科・産婦人科以外の診療科

冬季積雪期

（所在する地域に応じて、ア～ウのいずれかを○で囲む）

ア、前年度末において、分娩を取り扱う病院数が１以下、かつ、分娩を取り扱う診療所数が２以下である二次医療圏

二次医療圏名：

ウ、その他の地域（過疎法、山村法、豪雪法）

他の産科医療機関名：

他の産科医療機関名：

他の産科医療機関名：

（１）設備整備を必要とする理由（具体的に）

（２）当該施設における過去５年間の入院外来患者数の推移

１．業者見積 ）％２．定価の（

集約化・重点化計画との関係

最寄医療機関の所在地

最寄医療機関の状況

日／週

分娩費の金額計画年度における健康診査実施の有無

３．その他（ ）

員数 単価(円) 金額(円)

所
在
す
る
地
域

最
寄
産
科
医
療
機
関
の
状
況

都道府県知事の意見（設置基準
をすべて満たさない場合）

最寄医療機関の名称 定期交通機関の状況（自家用自動車の場合は、別掲）

規格 新規・更新 備考銘柄 設置場所品名

イ、次に掲げる地域で、他に参加医療機関のない離島（該当する法律の番号を○で囲む）

計画年度産科医療機関設備整備事業事業区分

団体名（開設者） 医療機関名 所在地

病床数 (一般) （その他）



第２号様式（第７条関係） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費（運営費・設備整備費） 

     補助金に関する補助事業経費の配分変更承認申請書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記補助金に関する

補助事業について、下記のとおり経費の配分を変更したいので、承認されるよう申

請します。 

 

記 

 

１ 配分変更の内容 

 

 

 

 

 

 

２ 配分変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

  



第３号様式（第７条関係） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費（運営費・設備整備費） 

     補助金に関する補助事業の内容変更承認申請書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記補助金に関する

補助事業の内容について、下記のとおり内容を変更したいので、承認されるよう申

請します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

  



第４号様式（第７条関係） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費（運営費・設備整備費） 

     補助金に関する補助事業の中止（廃止）承認申請書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記補助金に関する

補助事業を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。 

 

記 

 

 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

  



第５号様式（第１１条関係）（その１） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費（運営費） 

     補助金に関する実績報告書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記補助金に関する

事業実績について、次のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 県補助精算額   金        円 

２ 所要額精算書   別紙１のとおり 

３ 事業実績報告書  別紙２のとおり 

４ 事業実績額明細書 別紙３のとおり 

５ 添付書類 

 （１）当該事業に係る歳入歳出決算書の抄本（当該補助事業の決算額を備考欄に

記入すること） 

 （２）その他参考となる資料 

  



別紙１

補助事業者名： （単位：円）

総事業費
診療収入及び
寄付金その他

収入額
差引事業費

対象経費の
支出済額

基準額 選定額
県補助
所要額

県補助
交付決定額

県補助
受入額

差引過
△不足額

(A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (I)-(G)=(J)

産科医療機関
確保事業
(運営費)

合計

（注）１ Ａ欄は、産科部門にかかる以下の経費等を記入すること。

・人件費（補助対象経費以外を含む。）

・医療経費（薬品費、診療材料費、検査委託費、衛生材料費、委託費、医療消耗備品費、医療雑費、患者給食費　等）

・運営経費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、医師賠償責任保険料、賃借料、被服費、福利厚生費、旅費、消耗品（備）品費、会議費、

　図書購入費、雑費、光熱水費、修繕費、火災保険料、業務委託費、診療報酬手数料、租税公課、広告費　等）

・減価償却費・資産減耗費（建物、構築物、医療機器等備品　等）

２ Ｆ欄はＤ欄とＥ欄を比較して少ない方の額を記入すること。

３ Ｇ欄はＣ欄とＦ欄を比較して少ない方の額（１，０００円未満は切り捨てる。）を記入すること。

４ Ｉ欄は補助事業者が県会計管理者から県の補助金の交付を受けて実際に受領した額を記入すること。

産科医療機関確保事業費所要額精算書



別紙２

補助事業者名：

（１）受診者数及び診療日数調

人

人

日

（Ａ）
（Ｂ）

人

（２）医師、看護師駐在日数調

年 年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

常勤

非常勤

常勤

非常勤

（作成上の注意）

　１．本欄は、すべて当該年度（当該年４月１日～翌年３月３１日間）の実績により作成するものであること。

　２．「実診療日数」は、実際に診療に当たった日数を記入すること。

２．産科医療機関確保事業実績報告書

備考

年間計 備考

１日平均受診者数

受診者数（Ａ）

分娩件数

実診療日数（Ｂ）

区分

区分

医師

看護師

勤務日数



別紙３

（１）支出 補助事業者名：

選定額 摘要

員数 単価(円) 金額(円)(A) (B)

（事務費）

１．報酬

２．給料

　　　医師

　　　看護師

　　　用務員

　　　その他

３．職員手当等

　　　医師

　　　看護師

　　　用務員

　　　その他

４．法定福利費

　　　医師

　　　看護師

　　　用務員

　　　その他

５．報償費

合計

（その他）

６．○○○

総計

（記入上の注意事項）

　１．その他の経費については、摘要欄に内訳を記入すること。

　対象とする経費以外
のものの支出済の経費
を計上すること

３．産科医療機関運営費実績額明細書（個別表）

区分
支出済額 基準額

(A)又は(B)のいずれか
少ない方の額

支出済額について内訳
を記載すること



（２）収入

国民健康保険 社会保険 窓口徴収分 計 文書料
不用物品
売払代

寄付金その
他の収入

計

年４月 徴収決定済額　　　円

５月

６月

７月 収納率　　　％

８月

９月

１０月 不用物品売払代内訳

１１月

１２月

年１月 寄付金その他の収入内訳

２月

３月

計

（注）当該年度以前の調定にかかる収納済額については、診療収入のそれぞれに該当する欄の上段に（　　　）書きで再掲すること。

年月
診療収入（円） 寄付金その他の収入額（円）

合計(円) 摘要



第５号様式（第１１条関係）（その２） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費（設備整備費） 

     補助金に関する実績報告書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記補助金に関する

事業実績について、次のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 県補助精算額   金        円 

 

２ 経費所要額精算書 別紙１のとおり 

 

３ 事業報告書    別紙２のとおり 

 

４ 添付書類 

 ・当該事業に係る歳入歳出決算（見込）書の抄本（当該補助事業の決算額を備考

欄に記入すること） 

 ・契約書の写し、検収調書の写し 

 ・その他参考となる書類 

  



別紙１

補助事業者名： （単位：円）

区分 総事業費
寄付金その
他の収入額

差引事業費
対象経費の
実支出額

基準額 選定額
県補助
基本額

県補助
所要額

県補助
交付決定額

県補助
受入済額

差引過
(△)不足額

産科医療機関
確保事業
(設備整備費)

合計

（注）１ 「総事業費」欄には、当該事業に係る分のみ記入すること。

２ 「選定額」欄には、「対象経費実支出額」と「基準額」とを比較して少ない方の額を記入すること。

３ 「県補助基本額」欄には、「差引事業費」と「選定額」とを比較して少ない方の額を記入すること。

４ 「県補助所要額」欄には、「県補助基本額」に補助率を乗じて得た額と「県補助交付決定額」とを比較して少ない方の額を記入すること。

（千円未満切り捨て）

経費所要額精算書



別紙２

銘柄 規格 員数 単価(円) 金額(円) 設置場所 備考

小計 － － － － －

小計 － － － － －

－ － － － －合計

品名

事業実績報告書（事業年度　　年度）

３　設備整備の内容

２　事業の種類(補助金名)

１　施設の名称及び所在地

岐阜県産科医療機関確保事業費補助金（設備整備費）

２
　
補
助
対
象
外
事
業
分

１
　
補
助
対
象
事
業
分



第６号様式（第１２条関係） 

番  号 

年  月  日 

 

 補助事業者名 様 

 

岐阜県知事      印   

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費補助金（運営費・設備整備費） 

     の交付額の確定について 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定した   年度岐阜県産科医

療機関確保事業費補助金（運営費・設備整備費）については、岐阜県補助金等交付

規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記にとお

り確定したので通知します。 

 

記 

 

別表 

（単位：円） 

事業名 事業費 補助対象経費 交付決定額 確定補助金額 

     

 

  



第７号様式（第１４条関係） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

                   補助事業者名 

 

 

                   発行責任者氏名 ： 

                   担当者氏名   ： 

                   連絡先(電話番号)： 

 

       年度岐阜県産科医療機関確保事業費補助金（運営費・設備整備費） 

     補助金（概算払）交付請求書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記補助金の交付を

受けたいので、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

金          円 

 

＊口座振込先 

 ・金融機関名      

 ・口座名義人      

 ・普通、当座預金の別  

 ・口座番号       

 

（概算払いにより交付を受けようとする場合には、次を付記すること。） 

 ・交 付 決 定 額         円 

 ・既 受 領 済 額         円 

 ・今回概算交付請求額         円 

 ・残       額         円 

  



第８号様式（第１５条関係） 

番  号 

年  月  日 

 

 岐阜県知事 様 

 

補助事業者名         

 

年度消費税及び地方消費税仕入控除額報告書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定のあった岐阜県産科医療機関

確保事業費（運営費・設備整備費）補助金について、岐阜県産科医療機関確保事業

費補助金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 岐阜県補助金等交付規則第１４条に基づく額の確定額 

 

金          円 

 

２ 消費税及び地方消費税額の申告により確定した消費税及び地方消費税仕入控除

税額（要県補助金返還相当額） 

 

金          円 

 

 （注）内訳資料その他参考となる書類を添付すること。 


